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１ 概要 

 

 地方公共団体の会計制度は、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、現金収支に

着目した現金主義・単式簿記の方法が採用されています。 

 一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図るため、単式簿記による現金主義

会計では把握ができないストック情報（資産・負債）や減価償却費などの見えにくいコスト

情報の把握が重要となってきています。 

 このような状況を踏まえ、平成１８年６月２日に「簡素で効率的な政府を実現するための

行政改革の推進に関する法律」が施行され、同年８月には総務省から「地方公共団体におけ

る行政改革の更なる推進のための指針」が示されたことから、地方公共団体に対して、財務

書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の整備が要請

されました。この指針により、地方公共団体は、総務省で示された複式簿記・発生主義の考

え方を取り入れた「基準モデル」と決算統計を組み替えて作成する「総務省改訂モデル」を

元に、財務書類を作成することとなりました。 

 しかし、複数のモデルが存在していたことにより、他団体との比較ができない等の問題が

生じていたため、総務省は平成２７年１月に固定資産台帳の整備や複式簿記の導入を前提

とした「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、全ての地方公共団体に対し

て、平成３０年３月までに統一的な基準に基づく財務書類の作成が要請されました。 

 こうした状況の中、九重町では、平成２８年度決算から、「統一的な基準に基づく財務書

類」を作成することとしました。 
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２ 九重町の財務書類の対象となる会計の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財務書類の相関関係 

 

 財務書類は、（１）貸借対照表（２）行政コスト計算書（３）純資産変動計算書（４）資

金収支計算書です。４表の相互関係は次のとおりです。 

 

（１）貸借対照表               （２）行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金収支計算書              （４）純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●大分県消防補償等組合    ●大分県交通災害共済組 

        ●大分県市町村会館管理組合  ●大分県後期高齢者医療広域連合 

 ●日田玖珠広域消防組合    ●玖珠九重行政事務組合 

  ●ここのえまち総合サービス 

 

 

 

 

 

●国民健康保険事業特別会計 

●介護保険事業特別会計 

●後期高齢者医療特別会計 

●簡易水道事業特別会計 

●一般会計 

●飯田高原診療所特別会計 

一
般
会
計
等 

全
体 

連
結 

資産 

 

うち 

現金預金 
 

負債 

純資産 

 

経常費用 

経常収益 

臨時損失 

臨時利益 

純行政コスト 

 

業務活動収支 

投資活動収支 

財政活動収支 

前年度末残高 

本年度末残高 

 

前年度末残高 

純行政コスト 

財源 

固定資産等の変動 

本年度末残高 
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４ 九重町の財務書類について 

 

①貸借対照表 

  町が町民サービスを提供するためにどれだけ資産を保有しているか、その資産がどの

ような財源で賄われているかがわかる財務書類です。左側にこれまで取得した土地や建

物・預金などの「資産」を、右側にその資産を形成したことによる将来の負担である「負

債」と、これまでの世代が負担してきた「純資産」を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計等 

（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

【資産の部】 

固定資産 

 有形固定資産 

  事業用資産 

  インフラ資産 

  物品 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

流動資産 

  現金預金 

  未収金 

  短期貸付金 

  基金 

  棚卸資産 

  その他 

  徴収不能引当金 

 

40,657,203 

35,896,380 

10,034,468 

25,665,380 

525,493 

8,521 

4,752,302 

2,960,207 

473,971 

20,416 

－ 

2,467,992 

－ 

－ 

△2,172 

【負債の部】 

固定負債 

 地方債 

 長期未払金 

 退職手当引当金 

 損失補償引当金 

 その他 

流動負債 

 １年内償還予定地方債 

 未払金 

 未払費用 

 賞与等引当金 

 預り金 

 その他 

 

5,261,219 

5,052,053 

－ 

209,166 

－ 

－ 

811,762 

705,795 

－ 

－ 

77,491 

28,477 

－ 

負債合計 6,072,981 

【純資産の部】 

固定資産等形成分 

余剰分（不足分） 

 

43,125,194 

△5,580,765 

純資産合計 37,544,429 

資産合計 43,617,410 負債及び純資産合計 43,617,410 

※主要科目を抜粋  

●住民一人当たり資産額  ４，７０９千円 

 （資産合計 43,617,410千円÷人口 9,262人） 

●住民一人当たり負債額    ６５６千円 

 （負債合計 6,072,981千円÷人口 9,262 人） 

※人口は、令和 2 年 3 月末現在 
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②行政コスト計算書 

  民間企業会計の損益計算書にあたるもので、行政サービスの提供にどれだけの費用が

かかったか、使用料などの収益がどのくらいあったかがわかる財務書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計等 

（単位：千円）           

科目 金額 

経常費用 

 業務費用 

  人件費 

  物件費等 

  その他の業務費用 

 移転費用 

  補助金等 

  社会保障給付 

  他会計への繰出金 

  その他 

経常収益 

 使用料及び手数料 

 その他 

6,794,937 

4,738,657 

1,251,524 

3,431,418 

55,715 

2,056,279 

1,195,169 

460,826 

398,106 

2,178 

919,125 

482,456 

436,668 

純経常行政コスト 5,875,812 

臨時損失 

臨時利益 

  120,598 

－ 

純行政コスト 5,996,410 

※主要科目を抜粋  

●住民一人当たり行政コスト  ６４７千円 

 （純行政コスト 5,996,410 千円÷人口 9,262 人） 

※人口は、令和 2 年 3 月末現在 

 

〔用語解説〕 

人件費…職員給与や議員報酬、退職手当引当金繰入等 

物件費等…旅費、委託料、消耗品、備品購入費、施設の維持補修に係る経費、減価償却費等 

その他の業務費用…支払利息、徴収不能引当金繰入額等 

移転費用…住民への補助金や社会保障給付費、特別会計への繰出金等 

臨時損失…災害復旧に要した費用、資産除売却損失等 

臨時利益…資産売却益等 
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③純資産変動計算書 

  貸借対照表の純資産の部に計上している各数値が１年間でどのように変動したかを示

した財務書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計等 

（単位：千円） 

 

科目 

 

合計 固定資産 

等形成分 

余剰分 

（不足分） 

前年度末純資産残高 38,077,496 44,225,549 △6,148,054 

純行政コスト（△） 

財源 

 税収等 

 国県等補助金 

△5,996,410 

5,428,989 

4,246,904 

1,182,085 

 △5,996,410 

5,428,989 

4,246,904 

1,182,085 

 

 

 

本年度差額 △567,421  △567,421 

固定資産等の変動（内部変動）  △1,134,709 1,134,709 

 有形固定資産等の増加  684,946 △684,946 

 有形固定資産等の減少  △1,693,206 1,693,206 

 貸付金・基金等の増加  605,220 △605,220 

 貸付金・基金等の減少  △731,669 731,669 

資産評価差額 △1,463 △1,463  

無償所管換等 35,890 35,890  

その他 △72 △72 － 

本年度純資産変動額 △533,067 △1,100,355 567,288 

本年度末純資産残高 37,544,429 43,125,194 △5,580,765 

  

〔用語解説〕 

純行政コスト…行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービス等、資産形成につなが

らない行政サービスに係る費用 

財源…地方税、地方交付税、国庫支出金、県支出金等 

資産評価差額…有価証券等の評価差額 

無償所管換等…無償で譲渡または譲受した固定資産の評価額等 
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④資金収支計算書 

  民間企業会計のキャッシュフ 

ロー計算書にあたるもので、１ 

年間で貸借対照表の現金預金が 

どのように変化したかを３区分 

に分類し、どのような行政活動 

にいくら使ったかがわかる財務 

書類です。          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計等 

（単位：千円） 

科目 金額 

【業務活動収支】 

業務支出 

 業務費用支出 

 移転費用支出 

業務収入 

 税収等収入 

 国県等補助金収入 

 使用料及び手数料収入 

 その他の収入 

臨時支出 

臨時収入 

 

5,091,415 

3,035,136 

2,056,279 

5,614,960 

4,236,141 

593,178 

481,535 

304,107 

117,684 

201,960 

業務活動収支 607,821 

【投資活動収支】 

投資活動支出 

 公共施設等整備費支出 

 基金積立金支出 

 投資及び出資金支出 

投資活動収入 

 国県等補助金収入 

 基金取崩収入 

 資産売却収入 

 

1,267,167 

684,946 

582,221 

－ 

1,102,300 

386,947 

715,353 

－ 

投資活動収支 △164,867 

【財務活動収支】 

財務活動支出 

財務活動収入 

 

745,597 

218,728 

財務活動収支 △526,869 

本年度資金収支額 △83,915 

前年度末資金残高 529,410 

本年度末資金残高 445,495 

 

前年度末歳計外現金残高 40,437 

本年度歳計外現金増減額 △11,960 

本年度末歳計外現金残高 28,477 

本年度末現金預金残高 473,971 

※主要科目を抜粋 

〔用語解説〕 

業務収支… 

行政サービスを行う中で、経

常的な収入・支出（人件費、旅

費、需用費、補助金支出、税収、

補助金収入、使用料、手数料等） 

投資活動収支… 

 公共施設の整備や基金等に

係る収入・支出（基金積立、貸

付金、補助金収入、基金取崩等） 

財務活動収支… 

 地方債の償還、地方債の発行

等 
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